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第１章 総 則 
 

第１節 目   的 
 

  この計画は、水防法（昭和２４年法律第１９３号）第４条の規定に基づき、長野県

知事から指定された指定水防管理団体たる岡谷市が、同法第３２条の規定に基づ

き、市域内の洪水等の水災を警戒し、防御し、又は被害を軽減するため、水防に関

する必要な事項を定めるものとする。 

 

第２節 水防の責任 
 

１  市の責任 

  市は、水防法により、市域内の水防を十分果たすべき責任を有する。 

 

２  関係機関の責任 

  関係機関及び水防上重要な施設の管理者はこの計画の定めるところにより、確

実にその責任を果たさなければならない。 

 

３  住民等の義務 

  住民等は、気象状況、水防状況に注意し、水害が予想される場合、自らの安全

を最優先にすると共に、地域で共に助け合い進んで水防に協力しなければなら

ない。 
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第２章 岡谷市における水防組織 
 

第１節 水防組織 
 

  市は、水防に関係ある予報、注意報、警報、及び一般情報等により、洪水等の

おそれがあると認められるときから洪水等の危険が解除されるまで、次の組織で水

防事務を処理する。 

  ただし、警戒対策本部、災害対策本部が設置されたときは、同本部の事務を処

理する。 

 

１  岡谷市水防本部の組織及び編成 

  岡谷市水防本部の事務局は総務部危機管理室におき水防本部の組織は次の

とおりとする。 

本部長 本部員
（市長） （全部長）

各区自主防災会

岡谷警察署
副本部長

消防課
（副市長）
（教育長）

諏訪広域消防本部

岡谷市水防本部

（危機管理室）
消防団本部

消防分団
（１１個分団）

岡谷市関係部局

 
 

    庁内体制（地域防災計画 風水害編 第２章 第 3節 準用） 

企画課長 全部長 副市長 市長

秘書広報課長 企画課長 教育長 副市長

消防課長 秘書広報課長 本部員 全部長 教育長

農林水産課長 地域創生推進課長 対策本部事務局対策本部事務局課長 本部員 全部長

土木課長 総務課長 各部連絡 本部連絡員 対策本部事務局対策本部事務局課長

危機管理室長 財政課長 対策本部事務局職員 各部連絡 本部連絡員

会計課長 対策本部事務局職員

消防課長 関係機関 自衛隊

農林水産課長 長野県

土木課長 岡谷警察署

危機管理室長 諏訪広域消防本部

指定地方行政機関

指定公共機関

指定地方公共機関

公共団体及び防災上

重要な施設の管理者他

上記対応課長が指名する 湊・川岸・長地３支所長 全課長 全職員

職員 情報連絡会対応課職員 副班長 
（会計年度任用職員を含む）

管財主幹 管財主幹 教育部職員

危機管理室職員 地域連絡員 市民生活課職員

総務課職員 湊・川岸・長地３支所職員

危機管理室職員 警戒準備体制対応課職員

非常体制/緊急体制
レベル4

本部長

副本部長

情報連絡会 活動体制検討会 警戒対策本部

副本部長

本部長

災害対策本部

事前体制
レベル1

警戒準備体制
レベル2

警戒体制
レベル3
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   岡谷市水防本部（災害対策本部）の組織及び編成 

 

名称 部長及び職務代理者 班長 副班長

本部長 総務部長 企画班 企画課長

　市長 企画政策部長 秘書広報班 秘書広報課長

地域創生推進班 地域創生推進課長

（総務課長） 総務班 総務課長

副本部長 （企画課長） 財政班 財政課長

　副市長 会計班 会計課長

　教育長 危機管理班 危機管理室長

税務班 税務課長

本部員 消防班 消防課長

　企画政策部長 選管・監査班 選管・監査事務局長

　総務部長 湊地区班 湊支所長（兼）

　市民環境部長 川岸地区班 川岸支所長（兼）

　健康福祉部長 長地地区班 長地支所長（兼）

　産業振興部長 市民環境部長 市民生活班 市民生活課長

　建設水道部長 　（市民生活課長） 医療保険班 医療保険課長

　建設水道部技監 環境班 環境課長

　教育部長 健康福祉部長 社会福祉班 社会福祉課長

　教育担当参事 　（社会福祉課長） 介護福祉班 介護福祉課長

　議会事務局長 子ども班 子ども課長

　岡谷市民病院 健康推進班 健康推進課長

事務部長 看護専門学校班 看護専門学校副校長

産業振興部長 工業振興班 工業振興課長

対策本部事務局 　（商業観光課長） 商業観光班 商業観光課長

　　企画課長 ブランド推進班 ブランド推進室長

　　秘書広報課長 農林水産班 農林水産課長

　　地域創生推進課長 建設水道部長 都市計画班 都市計画課長

　　総務課長 建設水道部技監 土木班 土木課長

　　財政課長  （都市計画課長） 水道班 水道課長

　　会計課長 教育部長 教育総務班 教育総務課長

　　危機管理室長 教育担当参事 生涯学習班 生涯学習課長

 （教育総務課長） スポーツ振興班 スポーツ振興課長

議会事務局長

 （議会事務局次長）

岡谷市民病院事務部長

　（庶務課長）

各
課
の
長
が
所
属
の
職
員
か
ら
指
名
す
る
統
括
主
幹
ま
た
は
主
幹

各
部
の
長
が
所
属
の
職
員
か
ら
指
名
す
る
者

(

2
名

)

病
院
部

議会班 議会事務局次長

病院班 庶務課長

教
育
部

対策本部
部の編成及び部長等 班の編成及び班長等 本部連絡

員となる

職員

班員とな
る職員

班の名称

本部事務
局となる

職員

各
部
の
長
が
所
属
の
職
員
か
ら
指
名
す
る
者

左
記
以
外
の
所
属
職
員

企
画
政
策
部
・
総
務
部

本
部
事
務
局

健
康
福
祉
部

産
業
振
興
部

建
設
水
道
部

市
民
環
境
部

議
会
部
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２  水防事務分掌 

  水防事務分掌は、岡谷市地域防災計画「風水害対策編 第 2章災害応急対策

計画 第 3節非常参集職員の活動」の岡谷市災害対策本部の組織及び事務分

掌に準ずる。 

 

３  定  員 

  水防活動に従事する消防職団員は別表第１のとおりとする。 

 

第２節 水防訓練 
 

  市は出水期前に１回以上諏訪建設事務所長の指導により水防訓練を行うものと

する。なお、訓練要領は、おおむね次の基準とし諏訪事務所長と協議し、水防管理

者が定める。 

 

１  洪水による堤防護岸等の保護及び堤防護岸等の決壊後の処置等に関する工法

の知識の習得と訓練による技術の体得 

 

２  洪水予報を受けてからの準備体制、水防警報が発せられた場合の出動に対する

指示命令の系統的訓練 

 

 

 

第３章 重要水防区域等 
 

第１節 重要水防区域  
 

重要水防区域は別表２のとおり 

 

第２節 河川受持区域 
 

河川受持区域は別表３のとおり 

 

第３節 水防上重要な水門等の操作 
 

水防上重要な水門等は別表４のとおり 

  水門等の管理者は、常に当該施設が十分その機能を発揮できるよう努めるととも

に特に水防時においては、適正操作をはかり、水害の軽減防止に努めなければな

らない。 
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第４章 特別警報・警報・注意報等、 

洪水予報並びに水防警報等 
 

第１節 特別警報・警報・注意報の種類 
 

１  気象業務法に基づく特別警報・警報・注意報等 

気象業務法の規定に基づき、長野地方気象台が発表する気象、地象及び水象

についての特別警報・警報・注意報並びに情報をいう。 

(1） 特別警報（気象業務法施行令第５条） 

 特別警報（水防のみ） 

種類 発表基準 

大雨特別警報 台風や集中豪雨により数十年に一度の降雨量となる大雨が予想

され、若しくは、数十年に一度の強度の台風や同程度の温帯低気

圧により大雨になると予想される場合 

 

（2） 一般の利用に適合する警報・注意報等（気象業務法施行令第４条） 

警報（水防関係のみ） 

種類 発表基準 

大雨 
大雨により重大な災害が起こるおそれがあると予想され、具体的には別表第５の条件

に該当する場合 

洪水 
洪水により重大な災害が起こるおそれがあると予想され、具体的には別表第５の条件

に該当する場合 

地面現象 

＊1 

大雨、大雪等による山くずれ、地すべり等によって、重大な災害が起こるおそれがある

と予想される場合 

浸水 

＊1 
浸水によって、重大な災害が起こるおそれがあると予想される場合 

 

 

注意報（水防関係のみ） 

種類 発表基準 

大雨 かなりの降雨があって被害が予測される場合、具体的には別表第５の条件に該当する場合 

洪水 
洪水により災害が起こるおそれがあると予想され、具体的には別表第５の条件に該当する場

合 

地面

現象 

＊1 

大雨、大雪等による山くずれ、地すべり等によって、災害が起こるおそれがあると予想される

場合 

浸水 

＊1 

大雨、長雨、融雪等の現象に伴う浸水によって、災害が起こるおそれがあると予想される場

合 

情報 
台風その他の異常気象について、その状況を具体的に説明するもので事前予告及び警報

発令時の補完として一般の利用に供するため随時発表する。 
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（3） 水防活動の利用に適合する警報・注意報（気象業務法施行令第６条） 
種類 発  表  基  準 

水防活動用警報 
一般の利用に適合する大雨警報と同じ 

〃      洪水警報と同じ 
大雨警報 

洪水警報＊2 

水防活動用注意報 
一般の利用に適合する大雨警報と同じ 

〃      洪水警報と同じ 
大雨注意報 

洪水注意報＊2 

 

(注) １ 発表基準欄に記載した数値は長野県における過去の災害発生頻度と気象条件との関係を調

査して決めたものであり、気象要素によって災害発生を予測する際のおおむねの目安であ

る。 

2 ＊1 この警報・注意報は表題を出さない警報・注意報に含めて行う。 

＊2水防活動の利用に適合する警報・注意報は一般の警報・注意報のうち水防に関するもの

を用いて行い、水防活動用の語は用いない。 

3 警報・注意報はその種類にかかわらず解除されるまで継続される。また、新たな警報・注意報

が発表されるときは、これまで継続中の警報・注意報は自動的に解除又は更新され、新たな警

報・注意報にきりかえられる。 

4 情報の取扱いについては警報・注意報等の連絡に準じて行うものとする。 

   

 

２  水防法に基づくもの 

（1） 洪水予報 

水防法第１０条第２項及び気象業務法第１４条の２第２項の規定に基づき、重

要河川で国土交通大臣が定めた河川について、国土交通大臣と気象庁長官が

共同してその状況を水位又は流量を示して発表する警報及び注意報をいう。 

また、水防法第 11条第 1項及び気象業務法第１４条の２第 3項の規定に基づ

き、重要河川で長野県知事が定めた河川について、長野県知事と気象庁長官が

共同してその状況を水位又は流量を示して発表する警報及び注意報をいう。 

 
種類 情報名 発  表  基  準 

洪水注意報 氾濫注意情報 
・基準地点の水位が氾濫注意水位に到達し、更に水位の上昇が

見込まれるとき。 

洪水警報 

氾濫警戒情報 
・基準地点の水位が一定時間後に氾濫危険水位に到達すること

が見込まれるとき、あるいは避難判断水位に到達し、更に水位

の上昇が見込まれるとき。 

氾濫危険情報 
・基準地点の水位が氾濫危険水位に到達したとき、又は、急激な

水位上昇によりまもなく氾濫危険水位を超え、さらに水位の上昇

が見込まれるとき。 

氾濫発生情報 ・洪水予報区間内で氾濫が発生したとき。 

 

     (2) 氾濫危険水位到達情報 

        水防法第 13条の規定に基づき、国土交通大臣又は知事がその指定した河川

について、水位又は流量を示して発表する水位情報をいう。    
種類 発  表  基  準 

氾濫危険水位到達情報 ・対象水位観測所の水位が氾濫危険水位に到達したとき。 

避難判断水位到達情報 ・対象水位観測所の水位が避難判断水位に到達したとき。 
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     （3） 水防警報 

水防法第１６条の規定に基づき、国土交通大臣または知事がその指定した河

川について水防活動のために発表する警報をいう。 
種類 段階 発  表  基  準 

水防警報 

準備 

・雨量、水位、流量、その他の河川の状況により必要とみとめ

られるとき、又は、水位が水防団待機水位に達し、氾濫注意

水位を超えるおそれがあるとき。 

出動 
・水位が氾濫注意水位に達し、なお上昇のおそれがあり、水

防活動の必要があるとき。 

状況 
・出動が長時間にわたる場合、あるいは気象条件、水防活動

に変化が生じたとき。 

解除 
・水位が氾濫注意水位を下回り、かつ、水防活動の必要がな

くなったとき。 

 

       ア 水防警報の段階と範囲 

        ・水防警報発令の基準は、対象水位観測所の水位が水防団待機水位に達し、

氾濫注意水位を超えるおそれがあるとき、水防活動の必要が予測されたとき、

及び水位が氾濫注意水位に達し、なお上昇のおそれがあり、水防活動の必

要があるときとする。このほか、必要に応じて水防警報を発令することがある。 

        ・水防警報解除の基準は、水位が氾濫注意水位以下に下がり、水防作業の必

要がなくなったときとする。ただし、その間に水防活動上必要な洪水状況につ

いて適宜情報を発する。 

        ・水防警報発令のときは、速やかに、次に示す水防警報伝達系統により、それ

ぞれの機関に連絡するものとする。 

       イ 水防警報の発令段階 

        ・第１段階  準備  水防資材及び器材の整備、点検及び水門等の開閉の準

備並びに水防団及び消防団の幹部の出動 

        ・第２段階  出動  水防団員及び消防団員の出動 

        ・第３段階  解除  水防活動の終了 

        ・その他   状況  水位、雨量等水防活動に必要な状況 
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第２節 知事が行う水防警報等 
 

１  水防警報を行う河川 

法第１６条の規定により、知事が指定した水防警報を行う河川は、次表のとおり

である。                        

 

（昭和３２年長野県告示第１６８号他） 

河        

川 

区  域 対象水位観測所 

対象水防 

管理団体 

水防警報 

発表責任者 自 至 名称 位置 

水防団 

待機 

水位(m) 

氾濫 

注意 

水位(m) 

諏

訪

湖 
湖岸一円 

釜口 

水門 

岡谷市 

湊 
1.5 1.7 

岡谷市 

諏訪市 

下諏訪町 

諏訪建設

事務所 

天

竜

川 

岡谷市湊 

（釜口水門） 

岡谷市 

上伊那郡境界 
下浜 

岡谷市 

湊 
2.6 3.7 岡谷市 

横

河

川 

岡谷市長地 

(上の原小通学橋) 
諏訪湖河口 長地 

岡谷市 

長地 
0.6 0.9 岡谷市 

 

２  水位情報を通知する河川 

法第１３条の規定により、知事が水位情報の通知を行う河川(水位情報周知河

川)は、次表のとおりである。 

 

河

川

名 

区  域 対象水位観測所 
関係水防 

管理団体 
水位情報通知者 

自 至 名称 位置 
避難判断

水位 

氾濫危険

水位 

天

竜

川 

岡谷市湊 
(釜口水門) 

岡谷市・ 

上伊那郡境界 
下浜 

岡谷市

湊 
4.6ｍ 5.0ｍ 岡谷市 

諏訪建設事務

所長 横

河

川 

岡谷市長地 

(上の原小通学橋) 
諏訪湖河口 長地 

岡谷市

長地 
1.1ｍ 1.2ｍ 岡谷市 

 

３  洪水予報を行う河川 

法第１１条第 1項の規定により、知事が気象庁長官と協働して洪水予報を行う

河川は次表のとおりである。 

 

河川名 区  域 

水位又は流量

の予報に関す

る基準点 

水防団

待機水

位 

(m) 

氾濫注

意水位 
(m) 

避難判

断水位 
(m) 

氾濫危

険水位 
(m) 

担当官署名 

諏訪湖 湖岸一円 釜口水門 1.50 1.70 2.00 2.20 
長野県建設部河川課 

長野地方気象台 
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第３節 気象予報等の伝達 
 

１  気象予警報の連絡 

（１） 長野地方気象台から発表される気象予警報の連絡は次の系統により行う。 

   

（放送等）

（注）

は、NTTファクシミリ等による伝達を示す。

は、防災行政無線によるファクシミリ伝達を示す。

は、長野地方気象台から関係機関へ防災情報提供システム等による伝達を示す。

は、オンラインによる伝達を示す。

は、警報伝達システムによる伝達を示す。

は、その他による伝達を示す。

総務省消防庁 岡谷市 公衆（住民等）

放送報道機関その他

東日本電信電話株式会社または
西日本電信電話株式会社（警報のみ）

県危機管理防災課

水防本部
（河川課）

現地指導班
（諏訪建設事務所）

水防管理団体
（岡谷市）

県関係機関

長野地方
気象台

現地指導班
（砂防事務所）

（ダム管理事務所）

ダム・水門
等管理者

（警報のみ）
国土交通省関係

河川事務所

県警察本部 警察署

 
 

（２） 各課及び市民への伝達 

職員には注意報等が発令された場合は、サイボウズ掲示板にて周知を行う。市

民への伝達は、警報が発令された場合に防災行政無線等で伝達を行う。 

 

２  水防警報の連絡（系統図） 

     

（注）

水 防 本 部 岡 谷 市

長野地方気象台

関係建設事務所

県危機管理防災課 水位・雨量観測所

警 報 発 表
（諏訪建設事務所）

陸上自衛隊

関係地域振興局

警察本部 ダム・水門管理者

国土交通省
河川事務所

関係警察署

放送・報道機関

は、NTTファクシミリ等による伝達を示す。

は、防災行政無線によるファクシミリ伝達を示す。  
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３  洪水予報の連絡（系統図） 

 

    

（注）

は、長野地方気象台から関係機関へ防災情報提供システム等伝達を示す。

水　防　本　部

天竜川上流河川事務所

放　送　機　関

諏訪建設事務所
釜口水門管理事務所

長野地方気象台 県危機管理防災課

陸　上　自　衛　隊

警　察　本　部

ダム・水門管理者

関係警察署

岡　　谷　　市

一般住民

は、防災行政無線によるファクシミリ伝達を示す。

は、その他による伝達を示す。

諏訪地域振興局

は、ＮＴＴファクシミリ等による伝達を示す。

 
 

 

４  水位情報の通知（系統図） 

 

     

（注）

陸上自衛隊

は、NTTファクシミリ等による伝達を示す。

は、防災行政無線によるファクシミリ伝達を示す。

放送・報道機関

関係建設事務所

（水位情報通知者）

関係地域振興局

警察本部 ダム・水門管理者

国土交通省
河川事務所

関係警察署

水 防 本 部 警 報 発 表
（諏訪建設事務所）

岡 谷 市

長野地方気象台

県危機管理防災課 水位・雨量観測所
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第５章 巡視・警戒 
 

第１節 巡   視 
 

水防管理者は、毎年１回以上管内全域にわたって巡視し、水防上危険区域の内、

特に必要ある箇所については、関係機関等に連絡して必要な予防措置をとるよう

要請するとともに、関係機関の協力を求めるよう適宜処置を執らなければならない。 

 

第２節 警   戒 
 

１  県水防本部からの水防警報発令又は水防管理者が水防警戒を必要と認めたとき

は速やかに消防機関の長に連絡、警戒に関する指令を発する。 

２  警戒の確実を期するため消防団各分団は、毎年出水期に警戒の区分、方法、連

絡の要領等について協議しておくものとする。 

３  本部からの水防警戒の指令がない場合も、一時的な豪雨等により警戒を必要とす

る場合は、消防団各分団自ら警戒を指令し、速やかに水防管理者に報告するものと

する。 
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第６章 出動及び水防作業 
 

第１節 動   員 
 

１  動員基準 

 

（１） 県知事から水防警報が発令されたとき 

（２） 気象業務法の定めるところにより、水防活動を必要とする洪水予警報が発令さ

れたとき 

（３） 水防管理者が自らの状況判断により必要と認めたとき 

 

２  動員の方法 

職員及び消防団員の動員は、電話及び直接伝達等の迅速、確実な方法で行

うものとし、緊急の動員は、防災無線、警鐘サイレン打鳴等の迅速処置により行う。

なお、災害が発生し、又は災害の危険があることを知った職員及び消防団員は、

進んで上司と連絡をとり、指定場所へ出動する。 

 

 

水 防 信 号                    水防法施行細則 昭和２６年５月１７日 

長野県規則第４２号 
種類 説明 警鐘信号 サイレン 

第一信号 
警戒水位に達したことを知

らせるもの 
○休止○休止○休止 

約 5秒 約 15秒 約 5秒 

○―   休止   ○― 

約 15秒 約 5秒 

休止―  ○―   

第二信号 

水防団員及び消防機関に

属する者の全員が出動す

べきことを知らせるもの 

○―○―○ 

○―○―○ 

○―○―○ 

約 5秒  約 6 秒 約 5秒 

○―   休止   ○― 

約 6秒 約 5秒 

休止  ○―   

第三信号 

水防管理団体の区域内に

居住する者が出動すべき

ことを知らせるもの 

○―○―○―○ 

○―○―○―○ 

○―○―○―○ 

約 10秒 約 5 秒 約 10秒 

○―   休止   ○― 

約 5秒 約 10秒 

休止   ○― 

第四信号 

必要と認める区域内の居

住者に避難のため立ち退

くべきことを知らせるもの 

乱 打 

約１分 約 5 秒 約 1分 

○― 休止   ○― 

 

備考 １．信号は適宜の時間継続すること。 

    ２．必要がある場合は、警鐘信号及びサイレン信号を併用することを妨げないこと。 

    ３．危険が去ったときは、口頭伝達により周知させるものとする。 
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第２節 配   備 
 

１  活動開始基準 

水防活動の活動開始基準については、長野地方気象台の長野県中部諏訪地

域岡谷市情報をもとに危機管理室長が必要と認めたときからとする。 

 

２  事前体制（情報連絡会：レベル１） 

危機管理室長が気象情報等を判断材料として必要と認めたとき、又は次に掲

げる情報連絡会の委員から、危機管理室長に要請があったときに開催する。また、

情報連絡会の長は危機管理室長とし、情報収集、対応策等検討のための事務局

を危機管理室に置く。 

（1） 委員 

企画課長、秘書広報課長、消防課長、危機管理室長、農林水産課長、土木課長 

  

（2） 協議事項 

被害情報等の収集、関係機関からの情報収集及び今後の対応策について協

議する。 

 

３  警戒準備体制（活動体制検討会：レベル２） 

総務部長が情報連絡会からの報告を受けて必要と認めた時、又は次に掲げる

活動体制検討会の委員から、総務部長に要請があったときに開催する。また、活

動体制検討会の長は総務部長とし、情報収集、対応策等検討のための事務局を

総務部危機管理室に置く。 

（1） 委員 

全部長、企画課長、秘書広報課長、地域創生推進課長、総務課長、財政課長、

会計課長、消防課長、危機管理室長、農林水産課長、土木課長 

 

（２） 協議事項 

ア 情報連絡会、関係機関からの情報収集及び報告 

イ 今後の対応策と体制の検討 

ウ 地域連絡員の派遣について 

エ その他 

 

４  体制の解除（事前体制～警戒準備体制） 

気象予警報が解除されるなど、警戒等の必要がないと認められたときに解除す

る。 

 

５  警戒対策本部の設置（レベル３） 

(1) 警戒対策本部の設置基準 

次の状況下で副市長が必要と認めたときに設置する 

ア 副市長が活動体制検討会から報告を受けたとき 

イ 警戒レベル３高齢者等避難相当の防災気象情報の発表があった時、又はま

さに予想されるとき 

ウ その他副市長が必要と認めたとき 
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(2) 警戒対策本部の設置場所 

本部室は、庁議室に設置する。 

 

(3) 警戒対策本部の組織 
本部長 副市長 

副本部長 教育長 

本部員 企画政策部長、総務部長、市民環境部長、健康福祉部長、産業振興部長、 

建設水道部長、建設水道部技監、教育部長、教育担当参事、議会事務局

長、岡谷市民病院事務部長 

本部事務局 企画課長、秘書広報課長、地域創生推進課長、総務課長、財政課長、会

計課長、危機管理室長 

本部連絡員 本部連絡員 

※総合情報収集、対応策等検討のための事務局を総務部危機管理室に置く 

 

(4) 警戒対策本部の任務 

ア 避難準備体制の決定 

イ 被害情報等の収集  

ウ 関係機関からの情報収集及び報告 

エ 今後の対応策と体制の検討 

オ その他 

(5) 警戒対策本部事務局員の任務 

対策本部事務局員は、地域連絡員及び市民からの情報収集に努める。 

ア 情報収集（総務班） 

イ 情報分析・整理（企画班・地域創生推進班） 

ウ 情報伝達（財政班） 

エ 情報発信（秘書広報班） 

       オ 物資調達（会計班） 

 (6) 警戒対策本部の解散基準 

ア 災害対策本部が設置されたとき 

イ 予想した災害の危険が解消したと認められたとき 

ウ その他副市長が不要と認めたとき 

 

６  災害対策本部の設置（レベル４） 

(1) 災害対策本部の設置基準 

市長は、次の基準に掲げる状況のときで、必要があると認めたときは、災害対

策基本法第 23条の規定に基づき、災害対策本部を設置する。 

ア 警戒対策本部から報告を受けたとき 

イ 災害が発生した時又は激甚な災害の発生するおそれがあるとき 

ウ 警戒レベル４避難指示相当又は警戒レベル５緊急安全確保相当の防災気象

情報の発表があった時、又は発表が予想されるとき 

 

(2) 災害対策本部の設置場所 

本部室は、庁議室に設置する。本部設置が長期化の場合は９階大会議室に設

置する。庁舎に重大な被害を受け、その機能を果たせないときは、支障をきたさ
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ない公共施設を選定し、本部長が指定する。 

        （災害予防計画：第４節活動体制計画） 

        【資料 15】岡谷市災害対策本部条例（資料編Ｐ44） 

 

(3) 災害対策本部の組織 
本部長 市長 

副本部長 副市長、教育長 

本部員 企画政策部長、総務部長、市民環境部長、健康福祉部長、産業振興部長、 

建設水道部長、建設水道部技監、教育部長、教育担当参事、議会事務局長、

岡谷市民病院事務部長 

本部事務局 企画課長、秘書広報課長、地域創生推進課長、総務課長、財政課長、会計

課長、危機管理室長 

本部連絡員 本部連絡員 

関係機関 
自衛隊、長野県、岡谷警察署、諏訪広域消防本部、指定地方行政機関、 

指定公共機関、指定地方公共機関、公共団体等 

※災害の規模及び活動内容により、関係機関は災害対策本部会議に招集する。 

 

(4) 災害対策本部の運営 

本部長は、災害に関する情報を分析し、災害対策本部の基本方針を決定する

ため、本部会議を開催する。 

ア 報告事項 

  各部班の配備体制、応急活動状況及び被害報告 

イ 協議事項 

(ｱ) 避難情報の決定に関すること 

(ｲ) 自衛隊派遣要請の決定に関すること 

(ｳ) 災害対策経費に関すること 

(ｴ) 広域応援要請の決定に関すること 

(ｵ) 災害救助法の適用に関すること 

(ｶ) 現地災害対策本部の設置に関すること 

(ｷ) ボランティアセンターの設置要請に関すること 

(ｸ) 死体の収容及び保管場所の設置に関すること 

(ｹ) その他災害拡大防止、緊急応急対策に必要な重要事項の意思決定に関す

ること 

(ｺ) 今後の対応策と体制の検討 

(ｻ) その他協定に基づく要請等に関すること 

 

(5) 災害対策本部の活動要領 

ア 本部員は、本部長の命を受けて各部の出動及び活動について、指示及び連

絡する。 

イ 本部員は、情報の収集及び伝達体制を強化するとともに、関係機関からの情

報を随時、本部連絡員を通じて、本部長に連絡する。 

ウ 本部長は各部からの情報を取りまとめ、報道機関に周知する。 

 

 

(6) 災害対策本部事務局員の任務 

警戒対策本部における任務と同様とする。また、災害発生後の初期段階時に
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は情報が集中するため、選管・監査職員は対策本部事務局の応援をする。 

 

(7) 災害対策本部の解散基準 

市長は、次の基準により、災害対策本部を解散する。 

ア 予想した災害の危険が解消したと認められたとき。 

イ 災害発生後における応急対策活動が完了したと認められたとき。 

ウ その他災害対策本部の設置を不要と認めたとき。 

 

(8) 現地災害対策本部 

ア 現地災害対策本部の設置 

本部長は、必要があると認めたときは、災害現場に現地災害対策本部を置く。 

イ 現地災害対策本部の活動 

現地災害対策本部は、本部任務のうち、急施を要する対策について、本部か

らの連絡、状況報告、要請等に基づいて活動する。 

ウ 現地災害対策本部の職員 

(ｱ) 現地災害対策本部長 

現地災害対策本部長は、災害対策本部の副本部長又は本部員のうちから本

部長が指名し、本部長の命を受けて現地災害対策本部の事務を掌理する。 

(ｲ) 現地災害対策本部員、職員 

現地災害対策本部員は、現地災害対策本部長が指名する。 

エ 活動要領 

(ｱ) 現地会議の招集及び運営に関すること 

(ｲ) 被害状況の調査及び把握に関すること 

(ｳ) 災害対策本部との連絡調整に関すること 

(ｴ) 応急対策の指揮命令に関すること 

(ｵ) 事業者（建設、水道、ガス、NTT、中部電力等）との連絡調整に関すること 

(ｶ) 防災関係機関（県、消防、警察、自衛隊等）との連絡調整に関すること 

(ｷ) 現地報道対応に関すること 

 

第３節 出   動 
 

１  出動区分 

出動区分は河川水防受持区域 ３章３節のとおりとする 

 

２  出  動 

指定場所に動員された職員及び消防団員は、水防本部長、消防団長又は分

団長の指揮及び指令により迅速に水防活動に出動する。 

 

第４節 水防作業上の心得 
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１  消防団員等は、出動前よく家事を整理し、万一家人が待機する場合における待避

要領等を家人に伝え後顧の憂いをなくし、いったん出動した場合は、命令がなくて部

署をはなれたり勝手な行動をとってはならない。 

２  命令及び伝達の情報は、特に迅速、正確及び慎重を期し、みだりに人心を動揺さ

せたり、いたずらに消防団員等を緊張によって疲れさせないように留意し、最悪時に

最大の水防能力を発揮できるように心がけなければならない。 

３  洪水時において堤防に異常が起る時期は、滞水時間にもよるが、おおむね水位が

最大のとき又は、その直後である。しかし、がけ崩れ陥没等は、通常減水時に生ずる

場合が多い（水位が最大洪水位の４分の３ぐらいに減少したときが最も危険）から洪

水が最盛期をすぎても完全に流過するまで警戒を厳にすること。 

 

第５節 安全配慮 
 

水防活動は、消防団員自身の安全確保に留意して実施するものとする。 

避難誘導や水防作業の際も、消防団員自身の安全は確保しなければならない。

安全確保のために配慮すべき事項は、おおむね次のとおりである。 

       ・水防活動時にはライフジャケットを着用する。 

       ・水防活動時の安否確認を可能にするため、非常時でも利用可能な通信機器を

携帯する。 

       ・水防活動時は、ラジオを携行する等、最新の気象情報を入手可能な状態で実

施する。 

       ・指揮者は、水防活動が長時間にわたる時は、疲労に起因する事故を防止する

ため、団員を随時交代させる。 

       ・水防活動は原則として複数人で行う。 

       ・水防活動を行う範囲に応じて監視員を適宜配置する。 

       ・指揮者又は監視員は、現場状況の把握に努め、消防団員の安全を確保するた

め、必要に応じ、速やかに退避を含む具体的な指示や注意を行う。 

       ・指揮者は、活動中の不足の事態に備え、退避方法、退避場所、退避を指示す

る合図等を事前に徹底する。 

       ・指揮者は、消防団員等の安全確保のため、予め活動可能な時間等を消防団員

等へ周知し、共有しなければならない。 

       ・出水期前に、洪水時の堤防決壊の事例等の資料を消防団員全員に配布し、安

全確保のための研修を実施する。 

 

第６節 決壊（被害情報）の通報 
 

     堤防等が決壊した場合は水防管理者、消防団長等は、ただちに諏訪建設事務所長、

警察署長及び氾濫のおそれのある隣接水防管理者に通報しなければならない。 

     決壊後といえども水防管理者、消防団長及び消防機関の長は、できる限り氾濫によ

る被害が拡大しないように努めなければならない。 
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第７節 避難のための立退き 
 

１  堤防などが決壊した場合又は、決壊の危険にひんした場合には、法第２９条の規

定に基づき水防管理者は速やかに必要と認める地域の居住者に対し立退き又はそ

の準備を指示するものとする。 

 

２  水防管理者は、立退き又は準備を指示した場合は、岡谷警察署長にその旨を通

知しなければならない。 

 

第８節 水防警報の解除 
 

１  水防警報の解除は、水位が降下して水防作業の必要がなくなり長野県水防本部

長又は水防管理者が水防解除の指令をしたときとする。 

 

２  消防団員は１による水防警報の解除があるまでは、自らの判断により、当該部署を

離れてはならない。 

 

３  水防警報の解除後は水防作業に従事した人員、使用資器材及び作業箇所を点

検しその概要をただちに水防本部長に報告する。 

 

第９節 他の水防機関との協力及び応援 
 

１  水防管理者は、水防上必要があるときは法第２３条に基づき他の市町村に対して

応援を求めるものとする。 

 

２  他の市町村より応援を求められた場合、又は、県知事から応援に関する指示があ

った場合、水防管理者は、市の水防に支障のない限りこの求めに応ずるものとし、作

業・行動等については応援を求めた水防機関の所轄のもとに行うものとする。 

 

３  応援協力等水防事務処理上必要のある事項については、あらかじめ他の市町村と

相互に協定しておくものとする。 

 

４  水防管理者は水防上必要があるとき、又は、その被害が甚大と思われる時は、岡

谷警察署長に警察官を、知事に対し自衛隊の応援を求めることができる。 
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第７章 費用負担及び公用負担 
 

第１節 費用負担 
 

１  市域内の水防に要する費用は、本市が負担する。ただし、次に掲げる場合におい

ては当該関係者と協議して定めるものとする。 

 

（１） 法第２３条(応援)の規定による応援のための負担 

（２） 法第４２条(利益を受ける市町村の負担)の規定により著しく利益を受けた市町

村の費用の負担 

（３）  著しく利益を受けた個人又は団体等の費用の負担 

 

第２節 公用負担 
 

１ 公用負担の権限 

水防上必要があるときは、水防管理者又は消防機関の長は次の権限を行使する 

ことができる。 

（１） 必要な土地の一時使用 

（２） 土、石、竹、木、その他の資材の使用 

（３） 車輌その他の運搬具又は機械器具の使用 

（４） 工作物その他障害物の処分 

 

２ 補   償 

前項の権限を行使した場合においては、市は損失を受けた者に対し、法第２８条 

の２項によりその損失を補償するものとする。 

 

３ 公用負担権限委任証明書 

公用負担の権限を行使する場合は、次のような証明書を携行し、必要がある場合 

は、これを提示しなければならない。 

 
 

公用負担命令権限書 
氏名 

上記の者に           の区域における水防法第２８条第１項の権限行使

を委任したことを証明する。 

令和  年  月  日 

岡谷市水防管理者（消防団長） 
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第８章 水防設備、資器材、輸送等の整備及び確保 
 

第１節 設備及び資器材の整備 
 

１  現有水防倉庫の所在地及び備蓄されている資材・器具等の整備状況は、別表第６

のとおりである。 

  水防管理者は、資材の獲得のため水防区域近在の竹、立木、木材等を調査する

とともに、資材業者を選定し緊急時に調達し得る数量を確保してその補給に備えなけ

ればならない。 

  また、備蓄資材を使用し、又は、損傷により不足を生じた場合は直ちに補充してお

くものとする。 

 

 

第２節 輸送等の整備及び確保 
 

１  非常の際における水防用資器材、消防団員その他の輸送を確保するため、市は

その保有する自動車（別表第７）及び消防車その他一般より借用する車両を計画して

おくものとする。 

 

 

 

第９章 水防信号及び標識 
 

第１節 水防信号 
 

１  本市の水防信号は、法第２０条の規定により県知事の定めた（6章 第1節）水防信

号を準用する。 

 

第２節 水防優先標識 
 

１  法第１８条の規定により県知事が定めた水防優先通行車両標識を準用する。 

 

 

 



 

水防計画-20 

 

第１０章 水防てん末報告及びその他の報告 
 

１  水防が終結したときは、水防管理者は次の２の事項をとりまとめ、水防法施行細則

（昭和２６年長野県規則第４２号）第６条により、水防実施後１０日以内に県知事に報

告するものとする。 

 

２  水防てん末報告事項（別表第８） 

 

３  その他の報告 

（１）水防施設報告書 

水防倉庫又は水防屯所を設置又は代用施設を指定したときは県知事に報告

するものとする。（別表第９） 

（２）水害報告 

被害の都度速報するものとする。（別表第１１） 
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第１１章 浸水想定区域等における円滑かつ迅速な避難

の確保及び浸水の防止のための措置 
 

第１節 洪水対応 
 

１  浸水想定区域の指定・公表等 

 

県は、洪水予報河川及び水位周知河川について、河川が氾濫した場合に浸水

が想定される区域を浸水想定区域として指定し、指定の区域及び浸水した場合に

想定される水深を公表します。 

 

２  浸水想定区域等における円滑かつ迅速な避難の確保及び浸水の防止のための

措置 

 

市防災会議は、水位周知河川について、洪水浸水想定区域の指定があったと

きは、市地域防災計画において、少なくとも当該浸水想定区域ごとに、次に掲げる

事項について定めるものとする 

（１）水位到達情報の伝達方法 

（２）避難場所その他の避難場所及び避難路その他避難経路に関する事項 

（３）災害対策基本法第４８条第１項の防災訓練として市長が行う洪水、内水又は高

潮に係る避難訓練の実施に関する事項 

（４）洪水浸水想定区域内に次に掲げる施設がある場合にあっては、これらの施設の

名称及び所在地 

   ア 地下街等（地下街その他地下に設けられた不特定かつ多数の者が利用す

る施設）でその利用者の洪水時の円滑かつ迅速な避難の確保および浸水の

防止を図る必要があると認められるもの 

   イ 要配慮者利用施設（主として高齢者、障害者、乳幼児その他の特に防災上

の配慮を要する者が利用する施設）でその利用者の洪水時の円滑かつ迅速

な避難を確保する必要があると認められるもの 

   ウ 大規模な工場その他の施設（イまたはロに掲げるものを除く。）であって国土

交通省令で定める基準を参酌して市の条例で定める用途及び規模に該当す

るもの（大規模工場等）でその洪水時の浸水の防止を図る必要があると認めら

れるもの（所有者または管理者からの申出があった施設に限る。） 

（５）その他洪水時等の円滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要な事項 

 

３  洪水ハザードマップ 

市では、浸水想定区域の指定に基づき、当該浸水想定区域ごとに洪水予報の

伝達方法、避難場所等円滑かつ迅速な避難の確保を図るため、洪水ハザードマ

ップを作成し、各戸に配布する。 

また、ハザードマップに記載した事項を、市のホームページへ掲載し、住民が

提供を受けることができる状態にしてあるものとする。 

これらのハザードマップを有効利用して平常時からの防災意識の向上と自主的

な避難の心構えを養い、災害時には住民の円滑かつ迅速な避難の確保を図る。 
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４  地下街等の利用者の避難の確保および浸水の防止のための措置に関する計画の

作成等 

 

水防法第１５条第１項の規定により市地域防災計画に名称および所在地を定

められた地下街等の所有者または管理者は、単独でまたは共同して、国土交通

省令で定めるところにより、当該地下街等の利用者の洪水時の円滑かつ迅速な避

難の確保および洪水時の浸水の防止を図るために必要な訓練その他の措置に関

する計画を作成し、これを市に報告するとともに、公表するものとする。 

また、地下街等の利用者の洪水時の円滑かつ迅速な避難の確保および洪水

時の浸水の防止のための訓練を行うものとする。 

さらに、自衛水防組織を置き、当該水防組織の構成員その他国土交通省令で

定める事項を市長に報告するものとする。 

 

５  要配慮者利用施設の利用者の避難の確保のための措置に関する計画の作成等 

 

水防法第１５条第１項の規定により市地域防災計画に名称及び所在地を定め

られた要配慮者利用施設の所有者または管理者は、国土交通省令で定めるとこ

ろにより、当該要配慮者利用施設の利用者の洪水時の円滑かつ迅速な避難の確

保を図るために必要な訓練その他の措置に関する避難確保計画を作成し市に報

告する。 

また、当該要配慮者利用施設の利用者の洪水時の円滑かつ迅速な避難の確

保のための訓練を実施するほか、自衛水防組織を置くよう努める。 

 

６  大規模工場における浸水の防止のための措置に関する計画の作成等 

 

水防法第１５条第１項の規定により市地域防災計画に名称及び所在地を定め

られた大規模工場等の所有者または管理者は、国土交通省令で定めるところによ

り、当該大規模工場等の洪水時の浸水防止を図るために必要な訓練その他の措

置に関する計画を作成するとともに、当該規模工場等の洪水時の浸水防止を図る

ための訓練を実施するほか、自衛水防組織を置くように努める。 
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資料 

別表 第 1 

 

消防団の組織 

名  称 職員及び団員数 
自動車 

電  話 
種  別 台 数 

岡谷市消防団 

（団本部・１１個分団） 

 

 

 

 

 

４１７ 

 

 

 

 

 

 

消防ポンプ自動車 

災害対応型多機能消防車 

小型動力ポンプ積載車 

資機材運搬車 

団本部車 

９ 

２ 

１ 

１１ 

１ 

 

 

22－4119 

合 計 ４１７  ２４  
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別表 第 2 
 

       重要水防区域 
水防管理団体名 岡谷市 

河
川
名 

河
川
管
理
者
名 

河
川
の
種
別 

左
右
岸
の
別 

警
戒
の
度
合 

延
長(

ｍ) 

箇
所
数 

場
所
（目
標
） 

予
想
さ
れ
る
水
位 

(

ｍ) 
区
分
と 

予
想
さ
れ
る
危
険 

水
防
工
法 

横河川 県 一級 
左 Ａ 1,060 1 ＪＲ中央東線 

鉄橋下流 
1.2 護岸等の決壊 

蛇籠布せ

木流し 右 Ａ 1,060 1 

塚間川 県 一級 

左 Ａ 250 1 
㈱カワベ付近 1.5 

堤防高不足 

越水 
積土俵 

右 Ａ 250 1 

左 Ａ 150 1 岡谷商工会議所 

付近 
1.5 

堤防高不足 

越水 
積土俵 

右 Ａ 150 1 

大川 県 一級 
左 Ａ 350 1 

大川通り 1.2 
断面不足 

越水 
積土俵 

右 Ａ 350 1 

十四 

瀬川 

県 一級 右 Ａ 1,350 1 
扇橋下流 1.5 

断面不足 

越水 
積土俵 

県 一級 左 Ａ 300 1 
常福寺付近 1.5 

断面不足 

越水 
積土俵 

右 Ａ 300 1 

天竜川 

県 一級 
左 B 1,400 1 

天白橋下流 1.5 
水衝洗掘 

河床洗掘 
木流し 

右 B 1,400 1 

県 一級 右 B 50 1 観蛍橋付近 1.5 水衝洗掘 木流し 

県 一級 右 B 1,100 1 捷径橋下流 1.5 水衝洗掘 木流し 

計     9,520 15     
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別表 第 3 

 河川受持区域 

河川名 左右

岸の

別 

区域 警戒水位 

（m） 

担当分団 管轄地域 

（区） 

人員 

（人） 

集合場所 責任者 

位置 延長(m) 

諏訪湖 － 釜口水門（湊）～諏訪市境 3,700 1.7 第7分団 湊 55 第7分団 屯所 第7分団 分団長 

〃 － 釜口水門（下浜）～横河川（右岸） 1,700 1.7 
第4分団 下浜、小尾口 35 第4分団 屯所 第4分団 分団長 

第6分団 小井川、西堀 55 第6分団 屯所 第6分団 分団長 

〃 － 横河川（左岸）～下諏訪町境 800 1.7 第11分団 東堀 40 第11分団 屯所 第11分団 分団長 

横河川 左 最上流～２０号線 6,900 1.2 第10分団 中屋、中村、横川 60 第10分団 屯所 第10分団 分団長 

〃 左 国道２０号線～諏訪湖 2,900 1.2 第11分団 東堀 35 第11分団 屯所 第11分団 分団長 

〃 右 最上流～小井川浄水場 6,400 1.2 第1分団 今井 35 第1分団 屯所 第1分団 分団長 

〃 右 小井川浄水場～諏訪湖 3,400 1.2 第6分団 小井川、西堀 55 第6分団 屯所 第6分団 分団長 

天竜川 左 諏訪湖～湊、橋原境 600 2.3 第7分団 湊 55 第7分団 屯所 第7分団 分団長 

〃 左 湊、橋原境～橋原、鮎沢境 3,100 2.3 第8分団 三沢、橋原 45 第8分団 屯所 第8分団 分団長 

〃 左 橋原、鮎沢境～郡境 3,700 2.3 第9分団 新倉、駒沢 70 第9分団 屯所 第9分団 分団長 

〃 右 諏訪湖～下浜、岡谷区境 700 2.3 第2分団 間下、新屋敷 35 第2分団 屯所 第2分団 分団長 

〃 右 右岸下浜、岡谷区境～岡谷、三沢境 900 2.3 第3分団 岡谷 35 第3分団 屯所 第3分団 分団長 

〃 右 右岸岡谷、三沢境～三沢、新倉境 1,200 2.3 第8分団 三沢、橋原 45 第8分団 屯所 第8分団 分団長 

〃 右 右岸三沢、新倉境～郡境 4,600 2.3 第9分団 新倉、駒沢 70 第9分団 屯所 第9分団 分団長 

大川 － 最上流～上浜境 2,100 1.2 第2分団 間下、新屋敷 35 第2分団 屯所 第2分団 分団長 

〃 － 上浜境～塚間川合流点 200 1.2 第5分団 上浜、小口 45 第5分団 屯所 第5分団 分団長 

塚間川 － 最上流～間下境 3,030 1.5 第1分団 今井 35 第1分団 屯所 第1分団 分団長 

〃 － 間下境～新屋敷境 700 1.5 第2分団 間下、新屋敷 35 第2分団 屯所 第2分団 分団長 

〃 － 新屋敷境～上浜境 420 1.5 第5分団 上浜、小口 45 第5分団 屯所 第5分団 分団長 

〃 － 上浜境～諏訪湖 250 1.5 第4分団 下浜、小尾口 35 第4分団 屯所 第4分団 分団長 

十四瀬川 － 最上流～扇橋 1,650 1.2 第10分団 中屋、中村、横川 60 第10分団 屯所 第10分団 分団長 

〃 右 扇橋～中屋、東堀境 350 1.5 第10分団 中屋、中村、横川 60 第10分団 屯所 第10分団 分団長 

〃 右 中屋、東堀境～下諏訪町境 1,650 1.5 第11分団 東堀 35 第11分団 屯所 第11分団 分団長 
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別表 第 4 

 

水防上重要な水門の操作 

河川名 
河川の 

種別 
名称 位置 管理者 

操作 

担当者 
操作の基準 

管理者操作担

当者の連絡先 

天竜川 一級 

釜口水門 
湊 

一丁目 
県 

諏訪建設

事務所長 

諏訪湖釜口水門操作

規則による 

諏訪建設事務所 

53-6000(代表) 

釜口水門 

22-6866 

西天竜川 

取水頭首工 

川岸東

三丁目 

西天竜土

地改良区 

鮎澤 満 

中島吉秋 

釜口水門より放水量の

連絡があった時 40tの

場合はｹﾞｰﾄ 1基、100t

の場合はｹﾞｰﾄ2基の全

開放水をする。その他

は適宜。 

現地事務所 

22-2423 

管理人携帯 
080-2080-5868 

西天竜土地改

良区事務所 

0265-79-2056 

諏訪湖 一級 

弐丁内船付

樋門 

湖畔 

二丁目 

県 
岡谷市 

土木課 

湖水位上昇による提内

地への逆流防止。諏訪

湖流入河川設置樋門

操作要領。 

 

諏訪建設事務所 

管理係 

53-6000(代表) 

岡谷市土木課 

23-4811 

南中北 

樋門 

湊 

一丁目 

大門堰 

樋門 

湊 

二丁目 

ウノキ沢 

樋門 

湊 

二丁目 

八重場沢 

樋門 

湊 

二丁目 

№８２樋管 

樋門 
湊 

三丁目 

岡谷市 
岡谷市 

土木課 

湖水位上昇による提内

地への逆流防止。天竜

川水系諏訪湖流入河

川に設置されている水

門及び樋門等操作要

領。 

岡谷市土木課 

23-4811 
№８８樋管 

樋門 

湊 

二丁目 
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別表 第 5 
 

気象業務法等に基づく予警報 

       地域防災計画 資料編 

【資料 24】気象業務法に基づく注意・警報等（資料編Ｐ61） 

【資料 25】水防法に基づく注意・警報等（資料編Ｐ66）
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別表　第６

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　水防倉庫並びに備蓄資材状況

倉庫名 川岸 上小井川 下浜 湊 横川
消防

訓練場
塚間町

JR高架下
中央町

防災倉庫
合計

県市有別 市 市 市 市 市 市 市 市

所在地
川岸中

2-11-25
小井川
7777

湖畔
1-27-1

湊
2-13-18

横川
4921

幸町
8-1

塚間町
2-6

中央町
1-5473-1

建築構造
木　造
亜鉛葺
平屋建

木　造
亜鉛葺
平屋建

木　造
亜鉛葺
平屋建

プレハブ
亜鉛葺
平屋建

プレハブ
亜鉛葺
平屋建

延面積（㎡） 19.83 24.79 19.83 37.58 64.45 1,543

麻袋等 80 40 0 120

縄㎏（玉） 15 19 4 2 1 41

むしろ 6 0 6

鉄線（㎏） 250 150 150 1 551

なまし番線（㎏） 0 25 25

人形番線（㎏） 4 4

蛇籠（本） 7 12 19

ロープ（本） 2 2 1 1 2 8

ペンチ 2 2 2 2 2 13 23

かま 2 2 2 2 2 21 31

掛矢 2 2 2 2 1 5 14

のこぎり 2 2 1 2 2 6 15

斧 2 2 2 2 3 5 16

スコップ 10 10 14 3 10 52 99

ツルハシ 2 2 2 2 2 11 21

ナイロン土のう 350 400 500 400 200 300 2,150

シート工法のシート 4 2 6  
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倉庫名 川岸 上小井川 下浜 湊 横川
消防

訓練場
塚間町

JR高架下
中央町

防災倉庫
合計

県市有別 市 市 市 市 市 市 市 市

所在地
川岸中

2-11-25
小井川
7777

湖畔
1-27-1

湊
2-13-18

横川
4921

幸町
8-1

塚間町
2-6

中央町
1-5473-1

建築構造
木　造
亜鉛葺
平屋建

木　造
亜鉛葺
平屋建

木　造
亜鉛葺
平屋建

プレハブ
亜鉛葺
平屋建

プレハブ
亜鉛葺
平屋建

土入土のう 100 100 50 1,097 2,940 1,650 5,937

杭　80㎝ 160 160

杭　1.5m 140 12 152

杭　1.8m 50 50

杭　2m 94 64 11 169

杭　太 10 10

鋼　杭 100 100 100 100 90 93 583

竹 17 17 10 0 44

ジョレン 5 5 5 5 5 12 37

なた 2 2 2 2 2 5 15

カッター 2 2 2 2 2 3 13

しの 2 2 2 2 2 11 21

金てこ 2 2 2 2 2 18 28

ゾンデ棒 20 20

養生シート 10 10 10 10 10 15 65

ハンマー（大） 1 1 1 1 1 5 10

投光器 8 8

ポーターライト. 5 5

針金（㎏） 1 0 1 1 3

木材　1.5m 30 30

木材　1.8m 25 25

木材　2m 15 15

木材　2.5m 45 45

木材　3m 24 24

木材　3.5m 40 40

木材　4m 15 15

木材　4.5m 43 10 53

木材　4.7m 7 7

木材　5.7m 4 4

土のう作成器 5 0 5

一輪車 0 0

ざる 13 13

はしご（木製） 2 2  
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別表 第７ 

 

乗
用
車

ラ
イ
ト
バ
ン

軽
四
輪

消
防
ポ
ン
プ
車

災
害
対
応
型

多
機
能
消
防
車

小
型
ポ
ン
プ

積
載
車

給
水
車

電
気
自
動
車

シ

ョ
ベ
ル

ロ
ー

ダ
ー

フ

ォ
ー

ク
リ
フ
ト

除
雪
車

ト
ラ

ッ
ク

二
輪

計

財政課 12 20 2 4 0 0 1 6 45

介護福祉課 8 8

環境課 1 1

土木課 0
軽

2
1

0 0 0 3

生涯学習課 1 1 2

消防団 1 11 9 2 1 24

水道課 2 7 1 1 11

子ども課 2 2

工業振興課 1 1

教育総務課 2 2

ブランド推進室 1 1

社会福祉課 2 2

計 15 1 56 9 2 1 1 6 4 0 0 1 6 102

ダ
ン
プ

市保有車両

（緊急通行車両確認証明書発行車両）
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別表 第 8 

 
水防てん末報告

（水防管理団体名）

１.　天気状況
年月日 日雨量 風　速 風　向 気　温 摘　要

始雨　　　日　　時ころ

終雨　　　日　　時ころ
２.　こう水の増減 ○○量水標　標高○○メートル

平ら水位○○メートル

年月日 時　刻 水　位 摘　要 年月日 時　刻 水　位 摘　要

（注）　　通報水位より通報水位に復するまで毎時観測値

３.　水防団の出動の時刻及び人員、作業状況、居住者の出動状況、応援状況

水防団員

　　効　果

隣接
水防団

居住者

総　員

摘要

４.　堤防その他の施設の有無
河川名 地　名 工　種 被害内容 被害延長 被害金額 摘　要

年月日

出動
人員

時
間

作
業
内
容 出動

人員
時
間

出動
人員

時
間
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５.　使用資材の種類及び員数並びに回収分

６.　水防法第２１条による負担下命の種類及び員数

７.　災害救助隊の援助状況（適宜実情を記載すること）
８.　立ちのき状況　　　　（　　　　　〃　　　　　）
９.　水防関係者の死亡及び傷害

１０.　殊勲者及びその功績（適宜実情を記載すること）
１１.　水防に要した経費

１２.　事後水防について考慮を要する点その他水防管理者の所見

備蓄所名 使用資材 員数 回収員数 損失金額 摘　要

員数 損失額 摘　要氏　名損失者住所種類

り災種別 職　務 氏　名 生年月日 所属水防管理
団体名

摘　要

人件費 資材費 補償費 その他 合　計 摘　要
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別表 第９ 

 

 
水防施設報告書

河 川 名

施 設 管 理 者

施 設 責 任 者

面 積

設 置 年 月 日

設 置

専 用 ・ 兼 用 別
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別表 第 10 

 
水防資材備蓄報告書

河　川　名

郡　　市

町　　村

字

管　理　者

作業灯

鎌

ペンチ

鉄　　線

じゃかご

空　　俵

むしろ

な　　わ

木　　材

石　　材

（備考）　水防管理団体の資材備蓄の全量がわかるように記録すること。

保

管

箇
所
名

備

品

名

保

有

資

材

名
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別表 第 11 

 

     水 害 報 告 
 

田 畑 橋梁 鉄道 備考

羅

　
　
　
災

　
　
　
者

行

　
方

　
不

　
明

死

傷

倒

壊

流

失

浸

水

流

失

冠

水

流

失

冠

水
箇
所
数

延
　
長

箇
所
数

延
　
長

箇
所
数

延
　
長

箇
所
数

延
　
長

流

失

箇

所

数

破

損

個

所

数

不

通

区

間

区

間

通

路

該
当
河
川
名
そ
の

他
記
入
の
こ
と

決壊 破損 破損
埋没
流失

人的被害／家屋被害 堤　防　道　路

水　害　報　告

自　　　年　　月　　日

至　　　年　　月　　日

水防管理団体名

市
町
村
名

種
別
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別表 第 12 

洪水予報文例 
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 付図４ 緊急時に発表する簡略な洪水予報文例 

 
 

 
 

 

 

天竜川水系諏訪湖はん濫警戒情報 

 

                     天竜川水系諏訪湖洪水予報 第○号 

                     洪水警報（発表） 

                     令和○年○月○日○時○分 

                     長野県建設部河川課 長野地方気象台 共同発表 

 

 【警戒レベル３相当情報［洪水］】天竜川水系諏訪湖では、避難判断水位に到達し、今

後、はん濫危険水位に到達する見込み 

 

【警戒レベル３相当】諏訪湖の釜口水位観測所（岡谷市）では、○○日○○時○○分頃

に、「避難判断水位」に到達しました。今後、避難指示等の発令の目安となる「氾濫危険

水位」に到達する見込みです。岡谷市では、天竜川の堤防決壊等によるはん濫により、浸

水するおそれがあります。市町村からの避難情報に十分注意するとともに、適切な防災行

動をとって下さい。 
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別表第 13 
　○水防警報発表様式

発表対象
水位観測所

発 表 者 　　長野県　　　　　建設事務所

観測所

ｍ　

ｍ　

ｍ　

ｍ　

区 分 番号

1 　 　　　　日　　　　時 　現在　　　　　　　　ｍｍ　に達しました。

２ 　水位は、　　　　日　　　　時 　現在　　　　　　　　ｍ

３ 　水位は、　　　　日　　　　時　　　　分 　に

４ 　水位は、

５ 　【被害の発生状況等を記入】

６ 　雨は、今後まだ　　　　　　　 ｍｍ 程度降る恐れがあります。

７ 　水位は、今後 と見込まれます。

８ 　水防機関は、

９ 　水防警報を解除します。

１０ 　ただし、

通知先 河川課

通報者

受報者

通報時刻 時    　　　分　 時    　　　分　 時    　　　分　 時    　　　分　 時    　　　分　

設定水位

予　想

伝達確認

種　　類 準　備　　・　　出　動　　・　　状　況　　・　　解　除

観測所　　　

水　　　防　　　警　　　報

氾濫危険水位
（避難勧告の発令）

避難判断水位
（避難準備情報の発表）

氾濫注意水位
（水防団の出動）

水防団
への

指　示

基準水位観測所

発表日時

発表河川

　令和　　年　　月　　日　　時　　分

現　況

水防団待機水位
（水防団の待機）

発　　　表　　　内　　　容

ア． 引き続き
イ． １時間に ｃｍぐらいの割合で
ウ． 急激に

ア． 観測所
イ． 流 域

ア． 水防団待機水位
イ． 氾濫注意水位
ウ．避難判断水位
エ． 氾濫危険水位

オ． に達しました。
カ． を越えました。
キ． を下回りました。

エ． 上昇しています。
オ． 下降しています。

ア． 出動の準備を行い、水防に関する情報連絡を確保してください。
イ． 出動し、厳重に警戒してください。
ウ． 今後の出水状況に応じて、出動人員を増してください。
エ． 厳重に警戒してください。

ア． 今後も気象状況の変化に十分注意してください。
イ． 被害のあった所は応急作業を続けてください。

ア． に達しました。
イ． です。
ウ． に下がりました。

ア． さらに上昇する
イ． 下降する

の雨量は、
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別表 第 14 

避難判断水位到達情報 

川

令和 年 月 日 時 分 発表

長野県 建設事務所

【主文】

川は、 日 時 分に 市・町・村の

水位観測所で、

高齢者等避難の発令の目安となる
避難判断水位 ｍに達しました。

水位観測所では、 時 分 から 時 分までの

分間に、水位が約 ｍ上昇しました。 今後も水位上昇が見込まれ、

市 から 市 までの区間は、

避難指示の発令の目安となる氾濫危険水位まであと ｍとなってます。

【参考】
川 水位観測所（ 市・町・村 地先）

ｍ

ｍ

ｍ

避 難 判 断 水 位 到 達 情 報

長 野 県 水 防 本 部

避難判断水位
［高齢者等避難の

発令の目安となる水位］

氾濫注意水位
［水防団が出動する目安となる水位］

普段の水位

問い合わせ先

長野県○○建設事務所維持管理課 ＴＥＬ×××－×××－××××

ＴＥＬ■■■－■■■－■■■■

長野県水防本部（長野県建設部河川課内）ＴＥＬ０２６－２３２－７５３３

市長が発表する避難情報や、気象状況に十分注意をお願いします。

氾濫危険水位
［避難指示の発令の目安となる水位］

レベル４

レベル３

レベル１

レベル２

水防団待機水位
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別表 第 15 

氾濫危険水位到達情報 

川

令和 年 月 日 時 分 発表

長野県 建設事務所

【主文】

川は、 日 時 分に 市・町・村の

水位観測所で、避難指示の発令の目安となる

氾濫危険水位 ｍに達しました。

水位観測所では、 時 分 から 時 分までの

分間に、水位が約 ｍ上昇しました。 今後も水位上昇が見込まれ、

市 から 市 までの区間は、

河川が氾濫するおそれがあります。

【参考】
川 水位観測所（ 市・町・村 地先）

ｍ

ｍ

ｍ

氾 濫 危 険 水 位 到 達 情 報

長 野 県 水 防 本 部

普段の水位

問い合わせ先

長野県○○建設事務所維持管理課 ＴＥＬ×××－×××－××××
ＴＥＬ■■■－■■■－■■■■

長野県水防本部（長野県建設部河川課内）ＴＥＬ０２６－２３２－７５３３

氾濫危険水位
［避難指示の発令の目安となる水位］

市長が発表する避難情報や、気象状況に十分注意をお願いします。

避難判断水位
［高齢者等避難の

発令の目安となる水位］

氾濫注意水位
［水防団が出動する目安となる水位］

水防団待機水位

レベル１

レベル２

レベル３

レベル４

 
 



 

 

 

 

岡谷市水防計画策定の経緯 

 

＜岡谷市地域防災計画・岡谷市水防計画＞ 

昭和４０年 ９月  作成 

昭和４６年 ６月  修正 

昭和４７年 ４月  修正 

昭和４９年 ６月  修正 

昭和５３年 ６月  修正 

昭和５５年 ３月  修正 

昭和５５年 ７月  修正 

昭和５８年 ６月  修正 

昭和６０年 ７月  修正 

昭和６１年 ７月  修正 

平成 ２年 ７月  修正（震災対策計画を策定追加） 

平成 ３年 ７月  修正 

平成１０年 ３月  修正（抜本的見直し、震災対策編とする雪害編・林野火災編を策定追加） 

 

＜水防計画＞ 

平成２２年１０月  修正（抜本的見直し、水防法改正に伴う条項の修正等） 

  平成２３年 ５月  修正 

  平成２５年 ５月  修正 

   平成２６年 ５月  修正 

  平成２７年 ６月  修正 

  平成２８年 ５月  修正 

  平成２９年 ５月  修正 

  平成３０年 ６月  修正 

  令和 元年 ５月  修正（水防警報・洪水予報の伝達系統の変更） 

   令和 ３年 ６月  修正（避難情報発令・気象情報の変更） 

    令和  ４年 ６月    修正（警戒対策本部及び災害対策本部の設置基準の見直し） 

令和  ５年 ６月    修正（洪水予報・別表の修正） 

令和  ６年 ６月    修正（組織改正・水防信号文言・各別表 修正） 

  

 


